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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。 

２．平成15年10月１日での中央商事株式会社との合併により、第１期以降の売上高、純資産額、総資産額等が増

加しております。 

３．第２期以降の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

４．第３期中の中間純利益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等による

ものであります。 

回次 第82期中 第２期中 第３期中 第１期 第２期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 (百万円) 10,747 17,905 19,787 28,914 38,467 

経常利益 (百万円) 231 522 558 688 841 

中間（当期）純利益 (百万円) 197 203 16 267 438 

純資産額 (百万円) 14,467 18,005 19,849 18,641 18,870 

総資産額 (百万円) 32,915 45,351 48,335 47,615 47,521 

１株当たり純資産額 (円) 608.64 590.04 652.08 588.06 617.91 

１株当たり中間（当期）

純利益金額 
(円) 8.30 6.44 0.54 9.77 13.52 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額 

(円) 6.80 － － 9.29 － 

自己資本比率 (％) 43.95 39.70 41.07 39.15 39.71 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 8 1,584 1,229 1,099 1,830 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △1,178 △488 △1,067 △1,489 △752 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △93 △1,507 △892 △2,301 △1,517 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
(百万円) 4,321 3,366 2,648 3,778 3,311 

従業員数 (人) 219 357 347 358 351 



(2）提出会社の経営指標等 

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．平成15年10月１日での中央商事株式会社との合併により、第１期以降の売上高、純資産額、総資産額等が増加

しております。 

３．第２期以降の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

４．第３期中の中間純利益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるも

のであります。 

回次 第82期中 第２期中 第３期中 第１期 第２期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 (百万円) 4,537 10,726 11,191 15,192 22,090 

経常利益 (百万円) 268 578 470 713 737 

中間（当期）純利益又は

中間（当期）純損失(△) 
(百万円) 253 298 △244 443 400 

資本金 (百万円) 3,402 3,402 3,402 3,402 3,402 

発行済株式総数 (株) 23,778,410 31,696,410 31,696,410 31,696,410 31,696,410 

純資産額 (百万円) 14,149 17,966 19,335 18,440 18,610 

総資産額 (百万円) 28,091 38,247 40,558 40,003 39,413 

１株当たり純資産額 (円) 595.24 588.75 633.70 581.71 609.41 

１株当たり中間（当期）

純利益金額又は１株当た

り中間（当期）純損失金

額（△） 

(円) 10.66 9.46 △8.02 16.75 12.32 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額 

(円) 8.62 － － 15.42 － 

１株当たり中間（年間）

配当額 
(円) － － － 5.0 5.0 

自己資本比率 (％) 50.37 46.97 47.67 46.10 47.22 

従業員数 (人) 115 162 164 157 156 



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。 

当中間連結会計期間における主要な関係会社の異動は次のとおりであります。  

平成17年４月にセメント、生コンクリート等建設資材の販売を主な事業とする㈱三好商会の発行済株式の一部を取

得しました。これにより、㈱三好商会は当社の持分法適用会社となりました。同じく平成17年４月に生コンクリート

の製造販売に係る経営指導等を事業とする㈱コンテ（連結子会社）を設立しました。 

また、当中間連結会計期間において持分法適用関連会社であった㈱控井物産は、清算結了しました。 

３【関係会社の状況】 

(1) 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．議決権の所有割合の（ ）は、間接所有で内数であります。 

３．議決権の所有割合の [ ] は、緊密な者又は同意している者の所有割合で外数となっております。 

(2) 当中間連結会計期間において、以下の会社が清算結了しております。 

 （注）１．議決権の所有割合の（ ）は、間接所有で内数であります。 

名称 住所 
資本金 
（百万円）

主要な事業内容 
議決権の所有割
合又は被所有割
合（％） 

関係内容 

（連結子会社） 

㈱コンテ  

神奈川県川崎市川崎

区  
40 

生コンクリート事

業  

45.0 

(5.0) 

[40.0] 

連結子会社に対する

経営指導他 

役員の兼任等 有 

（持分法適用関連会

社） 

㈱三好商会  

神奈川県横浜市西区  100 セメント関連事業 34.0 
当社製品の販売  

役員の兼任等 無  

名称 住所 
資本金 
（百万円）

主要な事業内容 
議決権の所有割
合又は被所有割
合（％） 

関係内容 

（持分法適用関連会

社） 

㈱控井物産  

神奈川県川崎市川崎

区 
20 

生コンクリート事

業 

25.0 

(10.0) 
役員の兼任等 有 



４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は総数の100分の10未満のため記載を省略しております。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

３．不動産賃貸事業につきましては、環境リサイクル・その他事業および全社（共通）に係る従業員が各１名兼

務しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 嘱託・顧問（7人）を除いた在籍従業員数は171人でありますが、記載している従業員数には社外からの出向者

（12人）を含み、社外への出向（19人）は含みません。 

(3）労働組合の状況 

 提出会社には、デイ・シイ労働組合が組織されており、平成17年９月30日現在の組合員数は128人で、日本化学

エネルギー産業労働組合連合会に属しております。 

 なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

セメント関連事業 146 

骨材事業 41 

生コンクリート・コンクリート二次製品事業 129 

不動産賃貸事業 0 

輸入事業 2 

環境リサイクル・その他事業 5 

全社（共通） 24 

合計 347 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 164 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、原油価格の高騰という不安要因を抱えていたものの、民間設備投資

が増勢であったことに加え、総じて企業の在庫調整が進捗したことなどにより、景気は引き続き回復傾向を維持しま

した。 

当社グループを取り巻く経営環境は、民間設備投資、住宅投資に回復の兆しが見えるなど、民需、官需ともに堅調

に推移しました。 

このような状況の中、当社グループは、業容の拡大、収益性の向上を図るため、各事業部門において、引き続き販

売価格の適正化に取り組むとともに、営業力の強化、輸送コストの削減等物流の効率化および製造原価の低減に全力

を傾注しました。 

 以上の結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高は19,787百万円（前年同期比10.5％増）となりましたものの、

営業利益については、セメント関連事業において原価高等の要因により575百万円（前年同期比34.1％減）となりま

した。一方、経常利益については、持分法による投資損益がプラスに転じたこと等により営業外収支が改善されたた

め558百万円（前年同期比6.8％増）となりました。 

なお、「固定資産の減損に係る会計基準」を当中間連結会計期間から適用し、当社が保有している固定資産の減損

処理を行い、特別損失として251百万円を計上した結果、当中間連結会計期間における中間純利益は16百万円となり

ました。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

〔セメント関連事業〕 

セメント業界においては、官需は災害復興に伴う需要の増加要因があり、また、民需も民間設備投資、住宅投資

ともに回復の兆しが見えましたため、当中間連結会計期間における国内セメントメーカーの総販売数量は3,335万

ｔ（前年同期比3.1％増）となりました。 

このような状況のもと、セメント製品については、既存商品の営業強化、販売価格の適正化に取り組み、また、

特殊コンクリート用の高付加価値商品の販売強化に努めましたが、川崎工場においてセメント製造設備の老朽化対

策ならびに製造原価低減のための各種工事を集中して行ったことによる生産数量の減少により、販売数量は

251,029ｔ（前年同期比23.6％減）となりました。一方、スラグ関連製品については、首都圏を中心に地盤改良工

事用製品の出荷が好調に推移いたしましたため、販売数量は463,311t（前年同期比5.1％増）となりました。 

その結果、当事業の売上高は4,416百万円（前年同期比1.0％減）、営業利益は140百万円となりました。 

〔骨材事業〕 

当事業の主力市場である関東一区（東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県）の生コンクリート出荷数量は、セメン

ト事業と同様民需に回復の兆しが見えましたため、1,433万㎥（前年同期比1.3％増）となりました。 

このような状況のもと、営業面では販売価格の適正化に取り組むとともに、輸送用ダンプの大型化など物流の効

率化を図りました。また、生産面では、グループ各社の生産品目の効率的な配分を行い製造原価の低減ならびに安

定供給体制の構築に努めました。 

その結果、当事業の売上高は5,807百万円（前年同期比15.5％増）、営業利益は112百万円となりました。 

〔生コンクリート・コンクリート二次製品事業〕 

生コンクリート事業の主力市場である神奈川県の生コンクリート出荷数量は増加しましたが、コンクリート二次

製品事業の主力市場である持家の新築着工戸数は19万戸（前年同期比7.4％減）となりました。 

このような状況のもと、生コンクリート事業については、株式会社三好商会と資本業務提携を行うとともに、新

たに横浜デイ・エム生コン株式会社を設立するなど、グループ会社を再編することにより営業力の強化および経営

の効率化を図りました。 

その結果、当事業の売上高は6,348百万円（前年同期比39.6％増）、営業利益は10百万円となりました。 

〔不動産賃貸事業〕 

不動産市況の軟化が続いているなか、鋭意遊休不動産の有効活用を図りましたため、売上高は428百万円（前年

同期比12.9％増）、営業利益は266百万円となりました。 



〔輸入事業〕 

当事業では主に冷凍豚肉の輸入仕入、販売を行っておりますが、全国の輸入数量が減少したこともあり、売上高

は1,896百万円（前年同期比18.4％減）、営業利益は3百万円となりました。 

〔環境リサイクル・その他事業〕 

リサイクル資源を安定して確保するために全力を傾注しましたが、主要取扱品目である建設発生土の収集量が大

型物件の一段落に伴い落ち込んだことに加え、可燃性廃棄物についてはセメント製造設備の各種工事の影響で受入

能力が減少するなど、厳しい状況のまま推移しました。 

 その結果、当事業の売上高は890百万円（前年同期比23.7％減）、営業利益は63百万円となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、当中間連結会計期間

末で2,648百万円（前年同期比21.3％減）となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、1,229百万円（前年同期比22.4％減）であります。 

その主なものは、減価償却費728百万円の計上によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、1,067百万円（前年同期比118.3％増）であります。 

その主なものは、有形固定資産の取得による622百万円の支出によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、892百万円（前年同期比40.8％減）であります。 

その主なものは、借入金の返済によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の主要な生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

(2）商品の仕入実績 

 当中間連結会計期間の商品の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

(3）受注状況 

 当社グループは受注生産を行っておりません。 

(4）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先の販売実績及び当該販売実績の総販売実績

に対する割合は次のとおりであります。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

セメント関連事業（セメント等）（ｔ） 666,389 96.3 

骨材事業（ｔ） 775,744 102.7 

生コンクリート・コンクリート二次製品事業（生コ

ンクリート）（m3） 
141,256 102.4 

生コンクリート・コンクリート二次製品事業（コン

クリート二次製品）（千個） 
4,651 112.5 

環境リサイクル・その他事業（ｔ） 72,583 102.9 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

骨材事業（百万円） 4,521 112.2 

生コンクリート・コンクリート二次製品事業（コン

クリート二次製品）（百万円） 
423 77.7 

環境リサイクル・その他事業（百万円） 320 120.4 

合計（百万円） 5,265 108.7 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

セメント関連事業（百万円） 4,416 99.0 

骨材事業（百万円） 5,807 115.5 

生コンクリート・コンクリート二次製品事業（百万円） 6,348 139.6 

不動産賃貸事業（百万円） 428 112.9 

輸入事業（百万円） 1,896 81.6 

環境リサイクル・その他事業（百万円） 890 76.4 

合計（百万円） 19,787 110.5 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

太平洋セメント㈱ 3,346 18.7 2,704 13.7 



３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

当社は、資産の効率化を図ることを目的として、固定資産の譲渡に関する契約を締結しました。 

固定資産の譲渡の概要は、次のとおりであります。 

(1) 譲渡資産の内容 

(2) 譲渡先 

㈱ジョイント・コーポレーション 

(3) 譲渡の日程 

平成17年９月29日     契約書締結 

平成17年12月下旬（予定） 物件引渡し 

５【研究開発活動】 

(1）セメント関連事業 

当社グループのセメント関連事業に係る研究開発活動は、当社セメント事業本部川崎工場生産課技術係が中心と

なって、当社固有の技術を活かしたセメント・コンクリート・コンクリート二次製品などの基礎技術を基にして、

時代の要請に応える高品位セメントの開発、廃棄物の有効利用を進めてまいりました。 

当中間連結会計期間は、廃棄物を活用した地盤改良材及びコンクリート材料への適用に関する研究開発を中心に

行ってまいりました。研究開発部門に関係する人員は10人であり、当中間連結会計期間の研究開発費は68百万円で

あります。 

(2）骨材事業 

当社グループの骨材事業に係る研究開発活動は、当社開発企画室及び資源事業本部が連携し、骨材を採掘した跡

地を緑化再生するための緑化培養土の開発など新分野への進出の取り組みを進めております。 

上記研究開発に関係する人員は３名であり、当中間連結会計期間の研究開発費は８百万円であります。 

(3）生コンクリート・コンクリート二次製品事業 

特に記載すべき研究開発活動は行っておりません。 

(4）不動産賃貸事業 

特に記載すべき研究開発活動は行っておりません。 

(5）輸入事業 

特に記載すべき研究開発活動は行っておりません。 

(6）環境リサイクル・その他事業 

当社グループの環境リサイクル・その他事業に係る研究開発活動は、当社セメント事業本部環境リサイクル事業

部と当社セメント事業本部川崎工場生産課が連携し、セメント製造に係る廃棄物の有効利用の調査などを進めてま

いりました。 

上記調査に関係する人員は２名であり、当中間連結会計期間の研究開発費は４百万円であります。 

資産の内容および所在地 帳簿価額 譲渡価額 

内容：土地  

所在：神奈川県川崎市川崎区桜本１丁目  

地積：2,973m2（登記簿面積） 

12百万円  728百万円  



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等についての重要な

変更は、次のとおりであります。 

①新設 

前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、拡充について重要な変更のあったものはありません。

②改修 

当社川崎工場におけるＫＣ移送設備新設工事の投資予定金額は65百万円でありましたが、計画の一部を変更し

たため130百万円に変更しました。 

(2) 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、拡充について完了したも

のは、次のとおりであります。 

①新設 

当社川崎工場において生炭タンク改造工事が平成17年４月に完成いたしました。 

②改修 

前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の改修について重要な変更のあったものはありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 48,000,000 

計 48,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月16日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 31,696,410 31,696,410 
東京証券取引所 

（市場第一部） 
－ 

計 31,696,410 31,696,410 － － 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

（注）１．上記のほか、自己株式1,184千株があります。 

２．上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社及び日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数の

うち信託業務に係る株式数はそれぞれ853千株、527千株であります。 

なお、それらの内訳は、日本マスタートラスト信託銀行株式会社については、投資信託設定分が292千株、年

金信託設定分が561千株、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社については、投資信託設定分が357千

株、年金信託設定分が170千株となっております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成17年４月１日 

～ 

平成17年９月30日 

－ 31,696,410 － 3,402 － 3,980 

  平成17年９月30日現在

氏名または名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

太平洋セメント株式会社 東京都中央区明石町８番１号 9,618 30.35 

株式会社みずほコーポレート

銀行 
東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 1,518 4.79 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,431 4.51 

株式会社横浜銀行 
神奈川県横浜市西区みなとみらい３丁目１

番１号 
920 2.90 

エス・シー・エンタープライ

ズ株式会社 
東京都中野区新井４丁目27番７号 700 2.21 

日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社（信託口） 
 東京都中央区晴海１丁目８番11号 661 2.09 

国際企業株式会社 東京都中央区銀座７丁目12番18号 630 1.99 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 616 1.95 

ビーエヌピー パリバ セキュ

リティーズサービス ルクセ

ンブルグ ジャスデックセキ

ュリティーズ 

（常任代理人香港上海銀行東

京支店） 

 23，AVENUE DE LA PORTE NEUVE L-2085 

 LUXEMBOURG 

（東京都中央区日本橋３丁目11番１号） 

437 1.38 

株式会社四国銀行 高知県高知市南はりまや町１丁目１番１号 403 1.27 

計   16,934 53.43 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）上記完全議決権株式（その他）の欄には、証券保管振替機構名義の株式が１千株（議決権の数１個）含まれてお

ります。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 株価は東京証券取引所市場第１部の市場価格によったものであります。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式  1,184,000 

（自己所有株式） 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  30,441,000 30,441 － 

単元未満株式 普通株式     71,410 － 
１単元（1,000株）未

満の株式 

発行済株式総数 31,696,410 － － 

総株主の議決権 － 30,441 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社デイ・シイ 
神奈川県川崎市川崎

区浅野町１番１号 
 1,184,000 － 1,184,000   3.74 

計 －  1,184,000 － 1,184,000   3.74 

月別 平成17年４月 平成17年５月 平成17年６月 平成17年７月 平成17年８月 平成17年９月 

最高（円） 380 363 358 449 435 410 

最低（円） 315 320 325 341 336 383 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）及び前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）並びに当中間連結会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結

財務諸表及び中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金および預金     3,386 2,658   3,321 

２．受取手形および売
掛金 

    7,955 8,981   9,067 

３．たな卸資産     2,081 2,054   1,569 

４．短期貸付金     65 17   24 

５．繰延税金資産     106 203   316 

６．その他の流動資産     739 688   1,512 

貸倒引当金     △27 △56   △41 

流動資産合計     14,306 31.5 14,547 30.1   15,771 33.2

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1) 建物および構築
物 

※４ 7,811   7,440 7,659   

(2) 機械装置および
運搬具 

※４ 5,112   4,784 4,719   

(3) 土地 ※４ 6,923   6,653 6,911   

(4) 建設仮勘定   77   486 442   

(5) その他の有形固
定資産 

  165 20,089 44.3 160 19,525 40.4 151 19,884 41.8

２．無形固定資産           

(1) 採取権   2,572   2,544 2,523   

(2) その他の無形固
定資産 

※４ 223 2,795 6.2 215 2,759 5.7 219 2,742 5.8

３．投資その他の資産           

(1) 投資有価証券   5,673   9,340 7,034   

(2) 長期貸付金   285   324 306   

(3) 長期前払費用   330   316 328   

(4) 繰延税金資産   224   218 207   

(5) 再評価に係る繰
延税金資産 

  324   318 324   

(6) その他の投資   1,390   1,061 982   

貸倒引当金   △69 8,159 18.0 △77 11,502 23.8 △60 9,122 19.2

固定資産合計     31,044 68.5 33,787 69.9   31,750 66.8

資産合計     45,351 100.0 48,335 100.0   47,521 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形および買
掛金 

    5,104 5,260   5,754 

２．短期借入金 ※４   8,256 9,257   10,718 

３．一年以内償還予定
社債 

    100 100   100 

４．未払金     275 501   279 

５．未払消費税等     65 23   89 

６．未払法人税等     174 250   220 

７．未払費用     1,270 1,245   1,363 

８．修繕引当金     24 19   57 

９．繰延税金負債     3 41   2 

10．預り保証金     124 100   117 

11．その他の流動負債     45 396   84 

流動負債合計     15,443 34.1 17,197 35.5   18,787 39.6

Ⅱ 固定負債           

１．社債     250 150   200 

２．長期借入金 ※４   7,856 6,224   5,454 

３．退職給付引当金     883 898   874 

４．役員退職慰労引当
金 

    232 262   259 

５．緑化対策引当金     87 76   83 

６．跡地整地引当金     78 82   80 

７. 預り保証金     993 839   897 

８．繰延税金負債     1,488 2,620   1,974 

９．その他の固定負債     21 85   21 

固定負債合計     11,891 26.2 11,239 23.3   9,845 20.7

負債合計     27,335 60.3 28,436 58.8   28,632 60.3

（少数株主持分）           

少数株主持分     10 0.0 48 0.1   18 0.0

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     3,402 7.5 3,402 7.0   3,402 7.1

Ⅱ 資本剰余金     3,994 8.8 3,994 8.3   3,994 8.4

Ⅲ 利益剰余金     9,508 20.9 9,582 19.8   9,743 20.5

Ⅳ 土地再評価差額金     △736 △1.6 △728 △1.5   △736 △1.5

Ⅴ その他有価証券評価
差額金 

    2,116 4.7 3,901 8.1   2,747 5.8

Ⅵ 自己株式     △279 △0.6 △302 △0.6   △280 △0.6

資本合計     18,005 39.7 19,849 41.1   18,870 39.7

負債、少数株主持分
および資本合計 

    45,351 100.0 48,335 100.0   47,521 100.0 

            



②【中間連結損益計算書】 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     17,905 100.0 19,787 100.0   38,467 100.0 

Ⅱ 売上原価     14,273 79.7 16,285 82.3   31,646 82.3

売上総利益     3,632 20.3 3,502 17.7   6,820 17.7

Ⅲ 販売費および一般管
理費 

※１   2,759 15.4 2,927 14.8   5,517 14.3

営業利益     873 4.9 575 2.9   1,303 3.4

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息   1   7 20   

２．受取配当金   52   70 74   

３．持分法による投資 
利益 

  －   56 －   

４．その他   25 79 0.4 49 182 0.9 62 158 0.4

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息   147   120 289   

２．持分法による投資
損失 

  110   － 94   

３．コミットメントフ
ィー 

  －   37 2   

４．その他   171 429 2.4 41 199 1.0 234 620 1.6

経常利益     522 2.9 558 2.8   841 2.2

Ⅵ 特別利益           

１．固定資産売却益 ※２ 8   0 83   

２．投資有価証券売却
益 

  12 21 0.1 － 0 0.0 12 96 0.2

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産廃却損 ※３ 47   44 130   

２．貸倒引当金繰入   7   35 －   

３．資本業務提携費用   －   － 16   

４．減損損失 ※４  －   251 －   

５．その他   － 55 0.3 30 361 1.8 43 190 0.5

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    488 2.7 197 1.0   746 1.9

法人税、住民税及
び事業税 

  141   177 279   

法人税等調整額   141 283 1.6 10 187 0.9 19 299 0.8

少数株主利益     1 0.0 － －   8 0.0

少数株主損失     － － 6 0.0   － －

中間(当期)純利益     203 1.1 16 0.1   438 1.1

            



③【中間連結剰余金計算書】 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     3,994 3,994   3,994

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

    3,994 3,994   3,994

        

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     9,488 9,743   9,488

Ⅱ 利益剰余金増加高       

１．中間（当期）純利
益 

  203 203 16 16 438 438

Ⅲ 利益剰余金減少高       

１．配当金   158 152 158 

２．役員賞与   20 16 20 

３．連結子会社の増加
による減少高 

  － 0 － 

４．土地再評価差額金
取崩額 

  5 183 8 177 5 183

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

    9,508 9,582   9,743

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

        

税金等調整前中間（当
期）純利益 

  488 197 746 

減価償却費   802 728 1,601 

貸倒引当金の増加額   26 31 31 

退職給付引当金の増加額
（△減少額） 

  △57 23 △66 

役員退職慰労引当金の増
加額（△減少額） 

  △124 2 △96 

受取利息および配当金   △53 △77 △95 

支払利息   147 120 289 

持分法による投資利益   － △56 － 

その他引当金の減少額   △70 △43 △39 

投資有価証券売却益   △12 － △12 

有形固定資産売却益   △8 △0 △83 

減損損失   － 251 － 

有形固定資産除却損   47 44 130 

為替差損益   0 △2 26 

売上債権の減少額（△増
加額） 

  774 86 △337 

たな卸資産の減少額（△
増加額） 

  △349 △484 162 

その他の流動資産の減少
額（△増加額） 

  △23 800 △804 

仕入債務の増加額（△減
少額） 

  119 △493 769 

割引手形の増加高   109 － － 

未払消費税等の増加額
（△減少額） 

  △12 △65 11 

その他の流動負債の増加
額 

  99 380 172 

役員賞与の支払額   △20 △16 △20 

預り保証金返還による減
少額 

  － － △128 

その他   △3 15 63 

小計   1,882 1,442 2,320 

利息および配当金の受取
額 

  53 77 95 

利息の支払額   △142 △122 △284 

法人税等の支払額   △209 △167 △301 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  1,584 1,229 1,830 

 



    

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

        

有形固定資産の取得によ
る支出 

  △647 △622 △1,224 

有形固定資産の売却によ
る収入 

  8 15 103 

無形固定資産の取得によ
る支出 

  △49 △86 △55 

投資有価証券の取得によ
る支出 

  △0 △362 △308 

投資有価証券の売却によ
る収入 

  47 － 127 

短期貸付金の純減少額   87 5 133 

長期貸付けによる支出   △60 △28 △95 

長期貸付金の回収による
収入 

  15 12 35 

保証金の回収による収入   － 25 410 

その他   111 △25 119 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △488 △1,067 △752 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

        

短期借入金の純増加額
（△純減少額） 

  △927 1,480 △402 

長期借入金の借入による
収入 

  700 1,600 1,100 

長期借入金の返済による
支出 

  △794 △3,772 △1,659 

社債の償還による支出   △50 △50 △100 

配当金の支払額   △158 △150 △160 

自己株式取得による支出   △277 △0 △278 

その他   － － △16 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △1,507 △892 △1,517 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

  △0 2 △26 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少
額 

  △412 △727 △467 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首
残高 

  3,778 3,311 3,778 

Ⅶ 連結範囲の変更に伴う現金
及び現金同等物の増加額 

  － 64 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間
期末(期末)残高 

※  3,366 2,648 3,311 

          



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 １ 連結の範囲に関する事項 １ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数 10社 

連結子会社の名称 

里見鉱業㈱ 

末吉産業㈱ 

三盟産業㈱ 

第一コンクリート㈱ 

新生工業㈱ 

サンエー工業㈱ 

デイ・シイ興産㈱ 

中央建販㈱ 

㈱ウツイ 

㈱イチコー 

 ────── 

 (1) 連結子会社の数 ８社 

連結子会社の名称 

第一コンクリート㈱ 

ウツイ・デイシイ興産㈱ 

㈱イチコー 

三盟産業㈱ 

末吉産業㈱ 

新生工業㈱ 

横浜デイ・エム生コン㈱ 

㈱コンテ 

（注） 

①横浜デイ・エム生コン㈱は、重要性

が増したため、当中間連結会計期間か

ら連結の範囲に含めております。 

②㈱コンテは、当中間連結会計期間に

おいて新たに設立したため、連結の範

囲に含めております。 

 ────── 

 (1) 連結子会社の数 ６社 

連結子会社の名称 

第一コンクリート㈱ 

ウツイ・デイシイ興産㈱ 

㈱イチコー 

三盟産業㈱ 

末吉産業㈱ 

新生工業㈱ 

（注） 

①㈱ウツイは、平成16年10月１日付け

でデイ・シイ興産㈱（存続会社）と合

併し、ウツイ・デイシイ興産となりま

した。 

②中央建販㈱は、平成16年10月１日付

けで㈱デイ・シイ（存続会社）と合併

いたしました。 

③サンエー工業㈱は、平成16年10月１

日付けで新生工業㈱（存続会社）と合

併いたしました。 

④里見鉱業㈱は、平成16年10月１日付

けで三盟産業㈱（存続会社）と合併い

たしました。 

 (2) 主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

横浜デイ・エム生コン㈱ 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は、その設立日から当連

結会計年度末まで１カ月に満たない状

況であり、かつ総資産、当期純損益お

よび利益剰余金等はいずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていないた

めであります。 

２ 持分法の適用に関する事項 ２ 持分法の適用に関する事項 ２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法適用の関連会社の数 ３社 

㈱控井物産 

野田生コン㈱ 

釼持工業㈱ 

 (1) 持分法適用の関連会社の数 ３社 

㈱三好商会 

野田生コン㈱ 

釼持工業㈱ 

（注） 

①㈱三好商会は株式の追加取得により

影響力が増したため、当中間連結会計

期間から持分法の適用範囲に含めてお

ります。 

②㈱控井物産は、清算結了により持分

法の適用範囲から除外しております。 

 (1) 持分法適用の関連会社の数 ３社 

㈱控井物産 

野田生コン㈱ 

釼持工業㈱ 

 (2) 持分法を適用していない関連会社

（太陽湘南コンクリート㈱、関東機設

㈱、大秀建設㈱、㈱鈴木砂利店及び箕

輪開発㈱）につきましては、それぞれ

中間純損益及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ、全体として

も重要性がないため持分法の適用範囲

から除外しております。 

 (2)       同左  (2)持分法を適用していない非連結子会

社（横浜デイ・エム生コン㈱）および

関連会社（太陽湘南コンクリート㈱、

関東機設㈱、大秀建設㈱、㈱鈴木砂利

店及び箕輪開発㈱）につきましては、

それぞれ当期純損益及び利益剰余金等

に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全

体としても重要性がないため持分法の

適用範囲から除外しております。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関する事項 ３ 連結子会社の中間決算日等に関する事項 ３ 連結子会社の決算日等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日は、中間連

結決算日（９月30日）と一致してお

ります。 

 同左  連結子会社の決算日は、連結決算日

（３月31日）と一致しております。  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

４ 会計処理基準に関する事項 ４ 会計処理基準に関する事項 ４ 会計処理基準に関する事項 

 (1）重要な資産の評価基準及び評価方

法 

① 有価証券、投資有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は主とし

て移動平均法により算定） 

 (1）重要な資産の評価基準及び評価方

法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…同左 

 (1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券、投資有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は主として移動平

均法により算定） 

 時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

…同左 

 時価のないもの 

…同左 

 ② デリバティブ…時価法  ──────  ② デリバティブ…時価法 

 ③ たな卸資産 

…主として移動平均法による

原価法 

 ② たな卸資産 

…同左 

 ③ たな卸資産 

…同左 

 (2）重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

有形固定資産…定率法 

ただし、不動産賃貸事業用資

産及びコンクリート二次製品

事業の有形固定資産は定額法 

 (2）重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

同左  

 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

同左 

 主な耐用年数 

建物および構築物 

…５年～47年 

   

  

  

   

  

  

 機械装置および運搬具 

…６年～13年 

   

  

   

  

 無形固定資産…定額法 

ただし、採取権については生

産高比例法 

   

  

   

  

 (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失

に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案して回

収不能見込額を計上しておりま

す。 

 (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

 (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

 ② 修繕引当金 

当中間連結会計期間において負

担すべき耐火煉瓦、媒体および

キルン修繕等に要する材料費な

らびに外注費のうち未支出分を

定期修理後から当中間連結会計

期間末までの生産数量によって

計上しております。 

 ② 修繕引当金 

同左 

 ② 修繕引当金 

当連結会計年度において負担すべ

き耐火煉瓦、媒体およびキルン修

繕等に要する材料費ならびに外注

費のうち未支出分を定期修理後か

ら当期末までの生産数量によって

計上しております。 

 ③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当中間連結会計期間末にお

ける自己都合退職金要支給額に

基づき計上しております。 

 ③ 退職給付引当金 

同左 

 ③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における自己都

合退職金要支給額に基づき計上し

ております。 

 ④ 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支給に充てる

ため、内規に基づく中間連結会

計期間末要支給額の全額を計上

しております。 

 ④ 役員退職慰労引当金 

同左 

 ④ 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支給に充てるた

め、内規に基づく当連結会計年度

末要支給額の全額を計上しており

ます。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ⑤ 緑化対策引当金 

将来の林地開発跡地の緑化のた

めの支出に備えて、当中間連結

会計期間末における必要な緑化

対策費用の見積額を計上してお

ります。 

 ⑤ 緑化対策引当金 

同左 

 ⑤ 緑化対策引当金 

将来の林地開発跡地の緑化のため

の支出に備えて、当連結会計年度

末における必要な緑化対策費用の

見積額を計上しております。 

 ⑥ 跡地整地引当金 

将来の砂利採取跡地の整地のた

めの支出に備えて、当中間連結

会計期間末における必要な跡地

整地費用の見積額を計上してお

ります。 

 ⑥ 跡地整地引当金 

同左 

 ⑥ 跡地整地引当金 

将来の砂利採取跡地の整地のため

の支出に備えて、当連結会計年度

末における必要な跡地整地費用の

見積額を計上しております。 

 (4）重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間連

結決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。 

 ──────  ────── 

 (5）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

 (4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。なお、金利スワップ

及び金利オプションについて

は特例処理の要件を満たして

いる場合は特例処理を採用し

ております。 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしている

場合は特例処理を採用してお

ります。 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しており

ます。なお、金利スワップにつ

いては特例処理の要件を満たし

ている場合は特例処理を採用し

ております。 

 ② ヘッジ手段、ヘッジ対象及び

ヘッジ方針 

原材料輸入に関する予定取引

に係る為替変動リスクをヘッ

ジするために、社内管理規定

に基づき通貨オプションを締

結しております。又、変動金

利の借入金に関する金利変動

リスクをヘッジするために、

社内管理規定に基づき金利ス

ワップ契約及び金利オプショ

ン契約を締結しております。 

 ② ヘッジ手段、ヘッジ対象及び

ヘッジ方針 

変動金利の借入金に関する金

利変動リスクをヘッジするた

めに、社内管理規定に基づき

金利スワップ契約を締結して

おります。 

 ② ヘッジ手段、ヘッジ対象及びヘ

ッジ方針 

原材料輸入に関する予定取引に

係る為替変動リスクをヘッジす

るために、社内管理規定に基づ

き通貨オプション契約を締結し

ております。又、変動金利の借

入金に関する金利変動リスクを

ヘッジするために、社内管理規

定に基づき金利スワップ契約を

締結しております。 

 ③ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ取引開始時には、社内

管理規定に基づき予想される

相場変動をヘッジ手段に個別

に対応させて有効性を判定し

ております。ヘッジ取引時以

降は、ヘッジ対象とヘッジ手

段との間の相関関係を社内管

理規定に基づきテストしてお

ります。なお、特例処理によ

った金利スワップ及び金利オ

プションについては、有効性

評価を省略しております。 

 ③ ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理によった金利スワッ

プについては、有効性評価を

省略しております。 

 ③ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ取引開始時には、社内管

理規定に基づき予想される相場

変動をヘッジ手段に個別に対応

させて有効性を判定しておりま

す。ヘッジ取引時以降は、ヘッ

ジ対象とヘッジ手段との間の相

関関係を社内管理規定に基づき

テストしております。なお、特

例処理によった金利スワップに

ついては、有効性評価を省略し

ております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (7）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。 

 (6）消費税等の会計処理 

同左 

 (6) 消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資からな

っております。 

 同左  同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

──────  

  

（固定資産の減損に係る会計基準）  

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。これにより税金等調整前中間純

利益は251百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

しております。 

──────  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

法人事業税における外形標準課税部

分の損益計算書上の表示方法 

 「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」（企業会計基

準委員会 実務対応報告第12号 平

成16年２月13日）が公表されたこと

に伴い、当中間連結会計期間から同

実務対応報告に基づき、法人事業税

の付加価値割及び資本割23百万円を

販売費及び一般管理費として処理し

ております。 

──────  法人事業税における外形標準課税部

分の損益計算書上の表示方法  

 「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」（企業会計基準委員

会 実務対応報告第12号 平成16年２

月13日）が公表されたことに伴い、当

連結会計年度から同実務対応報告に基

づき、法人事業税の付加価値割及び資

本割27百万円を販売費及び一般管理費

として処理しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

28,990百万円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

30,154百万円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

29,571百万円であります。 

 ２．偶発債務 

(1) 保証債務（保証類似行為を含む） 

①生コンクリート協同組合よりの仕入

債務（保証積立金等控除後）等につ

き、下記のとおり貸倒金損失負担協

定等を締結しております。 

 ２．偶発債務 

(1) 保証債務（保証類似行為を含む） 

①生コンクリート協同組合よりの仕入

債務（保証積立金等控除後）等につ

き、下記のとおり貸倒金損失負担協

定等を締結しております。 

 ２．偶発債務 

(1) 保証債務（保証類似行為を含む） 

①生コンクリート協同組合よりの仕入

債務（保証積立金等控除後）等につ

き、下記のとおり貸倒金損失負担協

定等を締結しております。 

  （百万円）

山一興産㈱ 24 

㈱三好商会 16 

芦澤商事㈱ 8 

その他販売店 106 

計 155 

  （百万円）

小川物産㈱ 100 

㈱米善 8 

その他販売店 103 

計 212 

  （百万円）

小川物産㈱ 71 

山一興産㈱ 41 

芦澤商事㈱ 28 

その他販売店 166 

計 307 

②設備資金の借入につき、下記のとお

り債務保証を行っております。 

②設備資金の借入につき、下記のとお

り債務保証を行っております。 

②設備資金の借入につき、下記のとお

り債務保証を行っております。 

湘南第一運輸㈱ 7百万円 湘南第一運輸㈱ 46百万円 湘南第一運輸㈱ 32百万円

③リース会社に対する債務につき、下

記のとおり債務保証を行っておりま

す。 

③リース会社に対する債務につき、下

記のとおり債務保証を行っておりま

す。 

③リース会社に対する債務につき、下

記のとおり債務保証を行っておりま

す。 

釼持工業㈱ 335百万円 釼持工業㈱ 275百万円 釼持工業㈱ 305百万円

 ３．受取手形割引高・裏書譲渡高  ３．受取手形割引高・裏書譲渡高  ３．受取手形裏書譲渡高 

（百万円）

受取手形割引高 190 

受取手形裏書譲渡高 329 

（百万円）

受取手形裏書譲渡高 215 

（百万円）

受取手形裏書譲渡高 455 

※４．担保に供している資産 ※４．担保に供している資産 ※４．担保に供している資産 

（百万円）

建物および構築物 889 

土地 818 

その他の無形固定資産 

（借地権） 

143 

計 1,851 

（百万円）

建物および構築物 121 

機械装置および運搬具 14 

土地 80 

計 216 

（百万円）

建物および構築物 123 

機械装置および運搬具 14 

土地 80 

計 218 

上記に対応する債務は次のとおりで

あります。 

上記に対応する債務は次のとおりで

あります。 

上記に対応する債務は次のとおりで

あります。 

（百万円）

短期借入金 1,043 

長期借入金 1,496 

計 2,539 

（百万円）

短期借入金 56 

長期借入金 109 

計 166 

（百万円）

短期借入金 56 

長期借入金 137 

計 194 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．販売費および一般管理費のう

ち主要なものは次のとおりで

あります。 

※１．販売費および一般管理費のう

ち主要なものは次のとおりで

あります。 

※１．販売費および一般管理費のう

ち主要なものは次のとおりで

あります。 

(百万円)

販売費  

運賃および諸掛費 1,206

販売手数料 266

一般管理費  

労務費 378

退職給付引当金繰

入額 

21

役員退職慰労引当

金繰入額 

29

(百万円)

販売費  

運賃および諸掛費 1,375

販売手数料 274

一般管理費  

従業員給料手当 465

退職給付引当金繰

入額 

33

役員退職慰労引当

金繰入額 

31

(百万円)

販売費  

運賃および諸掛費 2,585

販売手数料 476

一般管理費  

従業員給料手当 854

退職給付引当金繰

入額 

23

役員退職慰労引当

金繰入額 

63

※２．固定資産売却益は、主に土地

の売却によるものでありま

す。 

※２．固定資産売却益は、機械装置

の売却によるものでありま

す。 

※２．固定資産売却益は、主に土地

の売却によるものでありま

す。 

※３．固定資産廃却損は、主に機械

装置の除却によるものであり

ます。 

※３． 同左 ※３． 同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※４．   ────── ※４．減損損失 

当中間連結会計期間において、当

社グループは以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。 

当社の資産のグルーピングは、事

業の種類別セグメントを基準に行っ

ております。ただし、賃貸用資産及

び重要性のある遊休資産について

は、個々の物件を１つの単位として

グルーピングしております。 

連結子会社は原則として事業会社

を１つの資産グループとして資産を

グルーピングしております。ただ

し、賃貸用資産及び重要性のある遊

休資産については、個々の物件を１

つの単位としてグルーピングしてお

ります。  

その結果、収益性の低い賃貸用資

産及び将来の使用が見込まれない遊

休資産についてその帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額

251百万円（賃貸用資産99百万円、

遊休資産151百万円）を減損損失と

して特別損失に計上しました。  

なお、当資産グループの回収可能

価額は正味売却価額により測定して

おり、正味売却価額は不動産鑑定評

価額により評価しております。  

用途 場所 種類 

賃貸用資産  
千葉県東金市東岩

崎  
土地  

遊休資産  
宮城県黒川郡大郷

町  
土地 

※４．   ────── 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金および預金勘定 3,386百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 

△20百万円

現金及び現金同等物 3,366百万円

現金および預金勘定 2,658百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 

△10百万円

現金及び現金同等物 2,648百万円

現金および預金勘定 3,321百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 

△10百万円

現金及び現金同等物 3,311百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中

間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額および中間期末

残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および期

末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械装
置およ
び運搬
具 

1,579 547 1,031 

その他
の有形
固定資
産 

86 44 41 

その他
（ソフト
ウエア） 

108 29 79 

合計 1,774 621 1,152 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装
置およ
び運搬
具 

1,706 746 959 

その他
の有形
固定資
産 

99 51 47 

その他
（ソフト
ウエア） 

162 59 102 

合計 1,967 857 1,109 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装
置およ
び運搬
具 

1,579 687 891 

その他
の有形
固定資
産 

86 52 34 

その他
（ソフト
ウエア）

114 40 74 

合計 1,780 780 999 

（注） 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

（注） 同左 （注） 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  未経過リース料中間期末残高相

当額  

  

１年内 318百万円 

１年超 834百万円 

合計 1,152百万円 

１年内 324百万円

１年超 785百万円

合計 1,109百万円

１年内 295百万円

１年超 704百万円

合計 999百万円

（注） 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が、有形固

定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定し

ております。 

（注） 同左 （注） 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が、有形固定資産の

期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

(3) 支払リース料および減価償却費

相当額 

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

および減損損失 

(3) 支払リース料および減価償却費

相当額 

支払リース料 157百万円

減価償却費相当額 157百万円

支払リース料 157百万円

減価償却費相当額 157百万円

支払リース料 323百万円

減価償却費相当額 323百万円

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年内 49百万円

１年超 114百万円

合計 164百万円

１年内 47百万円

１年超 76百万円

合計 124百万円

１年内 49百万円

１年超 88百万円

合計 137百万円

  （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はありません。 

 



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（当中間連結会計期間） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 1,609 5,074 3,464 

(2）債券 － － － 

(3）その他 76 77 1 

合計 1,686 5,152 3,465 

  
前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 207 

  

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 2,067 8,619 6,552 

(2）債券 － － － 

(3）その他 76 78 2 

合計 2,144 8,698 6,554 

  
当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 145 



（前連結会計年度） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

前連結会計年度（平成17年３月31日） 

取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 2,153 6,684 4,531 

(2）債券 － － － 

(3）その他 76 73 △2 

合計 2,229 6,758 4,528 

  
前連結会計年度（平成17年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 167 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 当社の利用するデリバティブ取引

は、全てヘッジ会計が適用されてい

るため該当事項はありません。 

同左 同左 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

セメント
関連事業 
(百万円) 

骨材事業 
(百万円) 

生コンク
リート・
コンクリ
ート二次
製品事業 
(百万円) 

不動産賃
貸事業 
(百万円) 

輸入事業 
(百万円) 

環境リサ
イクル・
その他事
業 

(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高                   

(1）外部顧客に対する売

上高 
4,461 5,029 4,546 379 2,323 1,166 17,905 － 17,905 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
766 265 91 160 － 99 1,384 (1,384) － 

計 5,227 5,294 4,638 539 2,323 1,265 19,289 (1,384) 17,905 

営業費用 4,914 5,105 4,605 254 2,312 1,202 18,394 (1,362) 17,032 

営業利益 313 189 32 284 10 63 894 (21) 873 

  

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

セメント
関連事業 
(百万円) 

骨材事業 
(百万円) 

生コンク
リート・
コンクリ
ート二次
製品事業 
(百万円) 

不動産賃
貸事業 
(百万円) 

輸入事業 
(百万円) 

環境リサ
イクル・
その他事
業 

(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高                   

(1）外部顧客に対する売

上高 
4,416 5,807 6,348 428 1,896 890 19,787 － 19,787 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
1,168 271 75 150 － 121 1,788 (1,788) － 

計 5,585 6,079 6,423 578 1,896 1,012 21,576 (1,788) 19,787 

営業費用 5,444 5,967 6,412 312 1,893 949 20,979 (1,767) 19,212 

営業利益 140 112 10 266 3 63 597 (21) 575 

  

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

セメント
関連事業 
(百万円) 

骨材事業 
(百万円) 

生コンク
リート・
コンクリ
ート二次
製品事業 
(百万円) 

不動産賃
貸事業 
(百万円) 

輸入事業 
(百万円) 

環境リサ
イクル・
その他事
業 

(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高                   

(1）外部顧客に対する売

上高 
8,875 10,537 9,292 836 6,084 2,841 38,467 － 38,467 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
1,872 562 191 306 － 191 3,123 (3,123) － 

計 10,748 11,099 9,483 1,143 6,084 3,032 41,591 (3,123) 38,467 

営業費用 10,386 10,854 9,369 652 6,069 2,920 40,252 (3,038) 37,164 

営業利益 361 244 114 490 15 111 1,338 (35) 1,303 



 （注） 

１．事業区分は、製品の性質等の類似性に基づいて「セメント関連事業」、「骨材事業」、「生コンクリート・

コンクリート二次製品事業」、「不動産賃貸事業」及び「輸入事業」とし、それらに属さない事業を「環境

リサイクル・その他事業」としております。 

２．各事業の主な製品 

(1）セメント関連事業 

セメント、セラメント・固化材等スラグ関連製品他 

(2）骨材事業 

荒目砂、細目砂、砂利、砕石他 

(3）生コンクリート・コンクリート二次製品事業 

生コンクリート、化粧ブロック、舗装用ブロック等 

(4）不動産賃貸事業 

建物賃貸他 

(5）輸入事業 

畜産物等輸入仕入及び販売他 

(6）環境リサイクル・その他事業 

環境リサイクル事業、建材販売、販売代理業、貨物運送取扱業他 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子

会社及び在外支店はありません。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、当社及び連結子会社の海外売上高はあり

ません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象）  

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

１株当たり純資産額（円） 590.04 652.08 617.91 

１株当たり中間(当期)純利益金

額（円） 
6.44 0.54 13.52 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額につい

ては、潜在株式が存在し

ないため記載しておりま

せん。 

同左 潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在し

ないため記載しておりま

せん。 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 203 16 438 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 16 

 （うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (16) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
203 16 422 

期中平均株式数（千株） 31,543 30,458 31,211 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金および預金   2,024   1,523 1,951   

２．受取手形   2,537   1,726 2,227   

３．売掛金   2,435   3,471 2,679   

４．たな卸資産   962   838 399   

５．繰延税金資産   73   138 265   

６．短期貸付金   390   275 280   

７．その他   599   638 1,367   

貸倒引当金   △7   △6 △8   

流動資産合計     9,014 23.6 8,605 21.2   9,162 23.2

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1) 建物 ※２ 4,797   4,543 4,670   

(2) 構築物   2,182   2,088 2,166   

(3) 機械および装置   4,684   4,382 4,328   

(4) 土地 ※２ 6,845   6,365 6,848   

(5) 建設仮勘定   65   493 433   

(6) その他   118   103 98   

計   18,693   17,977 18,546   

２．無形固定資産           

(1) 採取権   2,598   2,566 2,547   

(2) その他 ※２ 210   204 207   

計   2,808   2,770 2,755   

３．投資その他の資産           

(1) 投資有価証券   6,154   9,627 7,364   

(2) 長期貸付金   399   418 401   

(3) その他   1,223   1,209 1,232   

貸倒引当金   △48   △49 △48   

計   7,730   11,204 8,950   

固定資産合計     29,232 76.4 31,953 78.8   30,251 76.8

資産合計     38,247 100.0 40,558 100.0   39,413 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形   518   531 568   

２．買掛金   2,140   2,299 2,542   

３．短期借入金 ※２ 5,166   6,037 7,039   

４．一年以内償還予定
社債 

  100   100 100   

５．未払金   292   483 291   

６．未払法人税等   140   224 203   

７．未払費用   906   902 980   

８．修繕引当金   24   19 57   

９．預り保証金   124   100 100   

10．その他 ※５ 77   327 109   

流動負債合計     9,490 24.8 11,025 27.2   11,993 30.4

Ⅱ 固定負債           

１．社債   250   150 200   

２．長期借入金 ※２ 7,144   5,567 4,820   

３．繰延税金負債   1,408   2,526 1,844   

４．退職給付引当金   637   687 654   

５．役員退職慰労引当
金 

  212   237 240   

６．緑化対策引当金   68   51 61   

７．跡地整地引当金   75   77 76   

８．預り保証金   972   881 889   

９．その他   21   18 21   

固定負債合計     10,790 28.2 10,197 25.1   8,809 22.4

負債合計     20,281 53.0 21,223 52.3   20,802 52.8

              

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     3,402 8.9 3,402 8.4   3,402 8.6

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金   3,980   3,980 3,980   

２．自己株式処分差益   13   13 13   

資本剰余金合計     3,994 10.4 3,994 9.9   3,994 10.1

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金   591   591 591   

２．任意積立金   7,952   7,989 7,952   

３．中間（当期）未処
分利益 

  945   589 1,048   

利益剰余金合計     9,488 24.8 9,170 22.6   9,591 24.4

Ⅳ 土地再評価差額金     △736 △1.9 △728 △1.8   △736 △1.9

Ⅴ その他有価証券評価
差額金 

    2,096 5.5 3,777 9.3   2,639 6.7

Ⅵ 自己株式     △279 △0.7 △280 △0.7   △280 △0.7

資本合計     17,966 47.0 19,335 47.7   18,610 47.2

負債資本合計     38,247 100.0 40,558 100.0   39,413 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     10,726 100.0 11,191 100.0   22,090 100.0 

Ⅱ 売上原価     8,377 78.1 9,051 80.9   17,952 81.3

売上総利益     2,349 21.9 2,139 19.1   4,137 18.7

Ⅲ 販売費および一般管
理費 

    1,598 14.9 1,606 14.4   3,129 14.2

営業利益     751 7.0 532 4.7   1,007 4.5

Ⅳ 営業外収益 ※１   99 0.9 132 1.2   185 0.9

Ⅴ 営業外費用 ※２   271 2.5 195 1.7   456 2.1

経常利益     578 5.4 470 4.2   737 3.3

Ⅵ 特別利益 ※３   21 0.2 － －   95 0.4

Ⅶ 特別損失 
※４ 
※６ 

  42 0.4 529 4.7   139 0.6

税引前中間（当
期）純利益又は純
損失（△） 

    557 5.2 △58 △0.5   693 3.1

法人税、住民税お
よび事業税 

  104   150 265   

法人税等調整額   154 258 2.4 36 186 1.7 27 292 1.3

中間（当期）純利
益又は純損失(△) 

    298 2.8 △244 △2.2   400 1.8

前期繰越利益     652 842   652 

合併により引継い
だ未処分利益 

    － －   0 

土地再評価差額金
取崩額 

    △5 △8   △5 

中間（当期）未処
分利益 

    945 589   1,048 

            



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

(2）デリバティブ 

時価法 

────── 

  

(2）デリバティブ 

時価法 

(3）たな卸資産 

主として移動平均法による原

価法 

(2）たな卸資産 

主として移動平均法による原

価法 

(3）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

定率法 

ただし、不動産賃貸事業用資

産は定額法 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

主な耐用年数 

建物…５年～47年 

機械装置…６年～13年 

  

  

  

  

  

  

(2）無形固定資産 

定額法 

ただし、採取権については生

産高比例法 

(2）無形固定資産 

同左 

  

(2）無形固定資産 

同左 

(3）投資その他の資産のうち長期

前払費用 

定額法 

(3）投資その他の資産のうち長期

前払費用 

同左 

(3）投資その他の資産のうち長期

前払費用 

同左 

３．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間会

計期間末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

──────  ──────  

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等貸倒損失

に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘

案して回収不能見込額を計上

しております。 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）修繕引当金 

当中間会計期間において負担

すべき耐火煉瓦、媒体および

キルン修繕等に要する材料費

ならびに外注費のうち未支出

分を定期修理後から当中間会

計期間末までの生産数量によ

って計上しております。 

(2）修繕引当金 

同左 

(2）修繕引当金 

当事業年度において負担すべ

き耐火煉瓦、媒体およびキル

ン修繕等に要する材料費なら

びに外注費のうち未支出分を

定期修理後から当事業年度末

までの生産数量によって計上

しております。 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末におけ

る自己都合退職金要支給額に

基づき計上しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における自

己都合退職金要支給額に基づ

き計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支給に充て

るため、内規に基づく当中間

会計期間末要支給額の全額を

計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支給に充て

るため、内規に基づく当事業

年度末要支給額の全額を計上

しております。 

(5）緑化対策引当金 

将来の林地開発跡地の緑化の

ための支出に備えて、当中間

会計期間末における必要な緑

化対策費用の見積額を計上し

ております。 

(5）緑化対策引当金 

同左 

(5）緑化対策引当金 

将来の林地開発跡地の緑化の

ための支出に備えて、当事業

年度末における必要な緑化対

策費用の見積額を計上してお

ります。 

(6）跡地整地引当金 

将来の砂利採取跡地の整地の

ための支出に備えて、当中間

会計期間末における必要な跡

地整地費用の見積額を計上し

ております。 

(6）跡地整地引当金 

同左 

(6）跡地整地引当金 

将来の砂利採取跡地の整地の

ための支出に備えて当事業年

度末における必要な跡地整地

費用の見積額を計上しており

ます。 

５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

４．リース取引の処理方法 

同左 

４．リース取引の処理方法 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

６．ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。なお、金利スワップ

及び金利オプションについて

は特例処理の要件を満たして

いる場合は特例処理を採用し

ております。 

５．ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

金利スワップについて、特例

処理の要件を満たしている場

合は特例処理を採用しており

ます。 

５．ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しており

ます。なお、金利スワップにつ

いては特例処理の要件を満たし

ている場合は特例処理を採用し

ております。 

② ヘッジ手段、ヘッジ対象及び

ヘッジ方針 

原材料輸入に関する予定取引

に係る為替変動リスクをヘッ

ジするために、社内管理規定

に基づき通貨オプション契約

を締結しております。又、変

動金利の借入金に関する金利

変動リスクをヘッジするため

に、社内管理規定に基づき金

利スワップ契約及び金利オプ

ション契約を締結しておりま

す。 

② ヘッジ手段、ヘッジ対象及び

ヘッジ方針 

変動金利の借入金に関する金

利変動リスクをヘッジするた

めに、社内管理規定に基づき

金利スワップ契約を締結して

おります。 

② ヘッジ手段、ヘッジ対象及び

ヘッジ方針 

原材料輸入に関する予定取引

に係る為替変動リスクをヘッ

ジするために、社内管理規定

に基づき通貨オプション契約

を締結しております。又、変

動金利の借入金に関する金利

変動リスクをヘッジするため

に、社内管理規定に基づき金

利スワップ契約を締結してお

ります。 

③ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ取引開始時には、社内

管理規定に基づき予想される

相場変動をヘッジ手段に個別

に対応させて有効性を判定し

ております。ヘッジ取引時以

降は、ヘッジ対象とヘッジ手

段との間の相関関係を社内管

理規定に基づきテストしてお

ります。なお、特例処理によ

った金利スワップ及び金利オ

プションについては、有効性

評価を省略しております。 

③ ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理によった金利スワッ

プについては、有効性評価を

省略しております。 

③ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ取引開始時には、社内管

理規定に基づき予想される相場

変動をヘッジ手段に個別に対応

させて有効性を判定しておりま

す。ヘッジ取引時以降は、ヘッ

ジ対象とヘッジ手段との間の相

関関係を社内管理規定に基づき

テストしております。なお、特

例処理によった金利スワップに

ついては、有効性評価を省略し

ております。 

７．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜き方式によっております。 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

６．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

（追加情報） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

──────  

  

（固定資産の減損に係る会計基準）  

当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これにより税引前中間純利益は475百

万円減少しております。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。 

──────  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

法人事業税における外形標準課税部

分の損益計算書上の表示方法 

 「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」（企業会計基

準委員会 実務対応報告第12号 平

成16年２月13日）が公表されたこと

に伴い、当中間期から同実務対応報

告に基づき、法人事業税の付加価値

割及び資本割23百万円を販売費及び

一般管理費として処理しておりま

す。 

────── 

  

 法人事業税における外形標準課税部

分の損益計算書上の表示方法 

 「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」（企業会計基準

委員会 実務対応報告第12号 平成

16年２月13日）が公表されたことに

伴い、当事業年度から同実務対応報

告に基づき、法人事業税の付加価値

割及び資本割27百万円を販売費及び

一般管理費として処理しておりま

す。 



注記事項 

(1）中間貸借対照表関係 

摘要 
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

  （百万円） （百万円） （百万円）

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 26,090 27,129 26,627 

※２ 担保資産  ──────  ────── 

  （百万円）   

 

建物 

土地 

無形固定資産「その他」 

（借地権） 

計 

816 

738 

143 

1,697 

  

 
上記に対応する債務は次のと

おりであります。 
   

 

短期借入金 

長期借入金 

計 

1,002 

1,386 

2,388 

  

 ３ 受取手形裏書譲渡高 （百万円） （百万円） （百万円）

  368 267 496 

 ４ 偶発債務 （百万円） （百万円） （百万円）

 取引に対する保証債務 
デイ・シイ興産㈱ 44 ウツイ・デイシイ

興産㈱ 
150

ウツイ・デイシイ

興産㈱ 
105

 

銀行借入等に対する保証債務

及び保証予約 

第一コンクリー

ト㈱ 
425

新生工業㈱ 1,590

三盟産業㈱ 280

サンエー工業㈱ 211

計 2,507

第一コンクリー

ト㈱ 
365

新生工業㈱ 1,946

三盟産業㈱ 250

計 2,561

第一コンクリー

ト㈱ 
395

新生工業㈱ 1,878

三盟産業㈱ 260

計 2,533

 

リース契約に対する保証債務 第一コンクリー

ト㈱ 
412

釼持工業㈱ 335

計 747

第一コンクリー

ト㈱ 
331

釼持工業㈱ 275

計 606

第一コンクリー

ト㈱ 
372

釼持工業㈱ 305

計 677

※５ 消費税等 仮受消費税等を、仮払

消費税等と相殺のうえ

「流動負債」の「その

他」に含めて表示して

おります。 

同左 ────── 



(2）中間損益計算書関係 

摘要 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

  （百万円） （百万円） （百万円） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの    

 受取利息 0 2 16 

 受取配当金 56 67 78 

※２ 営業外費用のうち主要なもの    

 支払利息 120 97 228 

※３ 特別利益のうち主要なもの    

 土地売却益 7 － 74 

※４ 特別損失のうち主要なもの    

 
有形固定資産廃却損 

減損損失 

42 

－ 

44 

475 

122 

－ 

 ５ 減価償却実施額    

 

有形固定資産 

無形固定資産 

計 

614 

64 

678 

579 

66 

646 

1,217 

123 

1,341 

 



摘要 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

※６ 減損損失 ────── 当中間会計期間にお

いて、当社は以下の資

産グループについて減

損損失を計上しまし

た。 

当社の資産のグルー

ピングは、事業の種類

別セグメントを基準に

行っております。ただ

し、賃貸用資産及び重

要性のある遊休資産に

ついては、個々の物件

を１つの単位としてグ

ルーピングしておりま

す。 

その結果、収益性の

低い賃貸用資産及び将

来の使用が見込まれな

い遊休資産について、

それぞれ帳簿価額を回

収可能価額まで減額

し、当該減少額475百

万円（賃貸用資産323

百万円、遊休資産151

百万円）を減損損失と

して特別損失に計上し

ました。  

なお、当資産グルー

プの回収可能価額は正

味売却価額により測定

しており、正味売却価

額は不動産鑑定評価額

により評価しておりま

す。  

用途 場所 種類 

賃貸用資

産  

千葉県東金

市東岩崎他

１件  

土地  

遊休資産  
宮城県黒川

郡大郷町  
土地  

────── 



（リース取引関係） 

摘要 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械
およ
び装
置 

857 421 436 

(有形
固定
資産) 
その
他 

64 40 23 

無形
固定
資産 

104 27 76 

合計 1,025 489 536 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械
およ
び装
置 

978 506 472

(有形
固定
資産)
その
他 

64 42 22

無形
固定
資産 

157 57 100

合計 1,200 605 594

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末
残高
相当
額 
(百万
円) 

機械
およ
び装
置 

857 501 356

(有形
固定
資産)
その
他 

64 46 17

無形
固定
資産 

109 38 71

合計 1,031 585 445

 （注）取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

同左 （注）取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

 ２．未経過リース料中間期末残高

相当額 

２．未経過リース料中間期末残高

相当額等 

２．未経過リース料期末残高相当

額 

   未経過リース料中間期末残高

相当額 

  

   （百万円）

１年内 194 

１年超 342 

合計 536 

  （百万円）

１年内 199 

１年超 395 

合計 594 

  （百万円）

１年内 172 

１年超 273 

合計 445 

 （注）未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払

利子込み法により算定して

おります。 

同左 （注）未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

 ３．支払リース料及び減価償却費

相当額 

３．支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額及び減損損失 

３．支払リース料及び減価償却費

相当額 

   （百万円）

支払リース料 96 

減価償却費相

当額 
96 

  （百万円）

支払リース料 99 

減価償却費相

当額 
99 

  （百万円）

支払リース料 201 

減価償却費相

当額 
201 

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 



摘要 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

オペレーティング・リース

取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

   （百万円）

１年内 19 

１年超 52 

 合計 72 

  （百万円）

１年内 18 

１年超 34 

 合計 52 

  （百万円）

１年内 19 

１年超 42 

 合計 62 

    （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損

失はありません。 

  



（有価証券関係） 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

（重要な後発事象）  

 該当事項はありません。 

内容 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額（円） 588.75 633.70 609.41 

１株当たり中間（当期）純利益金

額又は１株当たり中間純損失金額

（△）（円） 

9.46 △8.02 12.32 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額につい

ては、潜在株式が存在し

ないため、記載しており

ません。 

同左 潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在し

ないため、記載しており

ません。 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益又は中間純損失

（△）（百万円） 
298 △244 400 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 16 

 （うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (16) 

普通株式に係る中間（当期）純利益又

は普通株式に係る中間純損失（△） 

（百万円） 

298 △244 384 

期中平均株式数（千株） 31,543 30,511 31,211 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第２期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月30日関東財務局長に提出。 

(2) 自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年３月31日）平成17年４月６日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年４月30日）平成17年５月18日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年５月１日 至 平成17年５月31日）平成17年６月９日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年６月１日 至 平成17年６月30日）平成17年８月５日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成１６年１２月２２日

株式会社 デイ・シイ   

 取 締 役 会 御 中 

 新日本監査法人

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 大石 曉   印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 大津 素男  印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 神尾 忠彦  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社デイ・シイの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４

月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社デイ・シイ及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連

結財務諸表に添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成１７年１２月１４日

株式会社 デイ・シイ   

 取 締 役 会 御 中 

 新日本監査法人

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 大石 曉   印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 大津 素男  印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 神尾 忠彦  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社デイ・シイの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４

月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社デイ・シイ及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 追記情報 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間より固定

資産の減損に係る会計基準を適用して中間連結財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連

結財務諸表に添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成１６年１２月２２日

株式会社 デイ・シイ   

 取 締 役 会 御 中 

 新日本監査法人

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 大石 曉   印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 大津 素男  印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 神尾 忠彦  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社デイ・シイの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第２期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月

１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社デイ・シイの平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４

月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財

務諸表に添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成１７年１２月１４日

株式会社 デイ・シイ   

 取 締 役 会 御 中 

 新日本監査法人

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 大石 曉   印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 大津 素男  印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 神尾 忠彦  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社デイ・シイの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第３期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月

１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社デイ・シイの平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４

月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

注記情報  

「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、会社は当中間会計期間より固定資産の減

損に係る会計基準を適用して中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財

務諸表に添付する形で別途保管しております。 
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